『成功長寿企業への道』著者インタビュー
＊インタビューの内容は趣旨が変わらない範囲でご自由にお使いください。
　
成功長寿企業の要諦に学ぶことは、時代から要請されたテーマです。
――本書を出版した動機は？

私自身、経営者です。出版文化社というビジネス書の出版や社史の企画・制作、アーカイブ・サポート業務を受託する会社を２８年間経営しています。それと並行して、青山学院大学大学院博士課程に籍を置き、「成功長寿企業の経営スタイルと経営哲学」について調査・研究をしています。

本書は２０１０年の夏に行った調査が元になっています。情報が新鮮なうちに発表しなければ意味がありませんし、多くの中小企業経営者に、成功長寿企業の経営の要諦を早く知らせたいとの思いから刊行に至りました。

また、今回の調査に協力してくれた成功長寿企業の経営者が、調査結果や分析内容を詳しく知りたいと、弊社にお越しくださったこともあります。そういった要望が寄せられたことも刊行を急いだ理由のひとつです。
この成熟した低成長の時代にあって、経営者たちは、企業を発展させることよりもいかに継続させるかに関心が移っています。高度成長期の経営者の考え方とは明らかに違います。成功長寿企業の要諦に学ぶことは、時代から要請されたテーマであると思います。
――このテーマに関心を持った理由は？
大きく分けると４つの理由がありました。

①自社の後継者にきちんとバトンを渡すため
自分の経営する会社があと２年で３０周年を迎えます。２５年目を迎えた頃から徐々に経営の継承に関心を持ち始めました。１９８０年代に「企業３０年説」ということが言われましたが、あと５年というところでグイグイひっぱっていく経営スタイルも変えていきました。次の時代にきちんとバトンを渡して、経営を維持・継続、そして発展できるようにするのが創業者の最大の仕事です。自分自身も経営の引き継ぎを考えるにあたり、「長寿企業」に学びたいという気持ちが増しました。

②自社のお客様の要求に応えるため
弊社は「社史」を制作している会社です。企業には、外へ向かおうとする「遠心力」と内部を固めようとする「求心力」の二つの力が働きます。社史は、求心力に役立つものです。社史を作ろうという会社は、維持・継続させていく方に力が入っていますので、おのずと「長寿企業」に関心がいきます。このテーマは弊社のお客様にも喜ばれると思いますし、同時に社史の企画や編集に長寿企業になるための仕掛けを組み込むこともできると考えています。
③世界の中で圧倒的に長寿企業が多い日本
日本は長寿企業が多い国だということを本で読んで知りました。経営年数２００年の企業は世界に５５８６社（合計４１ヶ国）ありますが、そのうちの３１４６社は日本です。それに対し、韓国で２００年を超える企業はゼロ、１００年超えは２社です。２位のドイツでも８３７社（以上、２００８年韓国銀行調査）。これはなぜなんだろうという素朴な疑問を持ったところから興味が膨らんでいきました。

④あの成功企業も長寿企業を目指すという時代

この調査をしていた２０１０年に、あるテレビ番組でソフトバンクの孫正義氏が「３００年企業を目指す」と宣言したのは象徴的でした。最近、成長路線に舵を切りなおしたようですが、今は成熟・低成長の時代です。経営者は常に発展を求めないとジリ貧になるので発展を口にしますが、ホンネは発展よりも維持・継続です。
インターネットでエンタテインメントとライフサポートを展開する「エイチーム」という会社があります。２０１２年に史上最短で一部上場したことで話題となりました。まだ４０代前半の社長は「１００年企業を目指す」と言っています。こんなこと、かつてはありませんでした。これまでの若い経営者は皆、発展・成長を追い求めてきました。時代のムードが経営者にして、こう言わしめているのではないでしょうか。
老舗と違うのは、あくまでも「企業」であること。しかも「長寿」であること。

――他の老舗企業の研究書と本書との違いは？
定量と定性の両面から成功長寿企業を研究したという点です。この分野の研究は、どちらか一方からのアプローチがほとんどです。両面からアプローチすることは大変手間がかかることなのですが、指導教授の理解があって実現しました。

「定量」とは、数値化できる局面です。具体的に言うと、３２８社へ７５の質問項目を設定したアンケート調査を行い、コンピュータで解析しました。回答をもらった企業の中から１０人の経営者に取材をし、比較のための非長寿企業も含めて２１社にしました。これが「定性」からのアプローチです。
次に、調査対象となる成功長寿企業は、未上場で売上高の高いものから選びました。さらに子会社・金融会社を省きました。通常、老舗企業というと経営年数の長い順で選ばれます。そうすると、旅館や酒造会社などの小規模な家族経営でやっているところが占めてしまいます。５００年続いた老舗企業だといっても、この家族経営のノウハウを一般企業に普遍化できるかというと難しいことです。
本書にご協力いただいた企業は、あくまでも「企業」と言える規模があります。老舗企業の売上は通常１億から２億円の間です。ここで扱っている企業は、平均売上高１３８億７５００万円、平均社員数２２９人です。だからこそメソッドを普遍化できます。
３つめとして、日経新聞が２００年企業、朝日新聞が１００年企業をシリーズで取り上げています。１００年企業は、老舗企業としてよく取り上げられますが、本書に取り上げているのは平均１４４年です。坂本龍馬が寺田屋で襲われた１４４年前から、企業として現在まで継続しているのが大きな特徴です。

――書籍タイトル「成功長寿企業」に込められた意味は？
老舗は古いことが最優先されます。売上も小さく、家業を守ることを目的としています。

一方、成功長寿企業は、家業ではなく、企業です。そして、長寿であり、経営そのものに成功しています。そういった長く継続する企業になるためのノウハウを提供したいという意味を込めました。
本書で調査した成功長寿企業の黒字率は７０％超。
――長寿企業は、今どういう環境にいるか？
倒産企業に占める経営年数３０年以上の企業の比率が高まっています（２０１１年東京商工リサーチ調査結果）。長寿企業にとっては変化が速くて激しいという厳しい時代を迎えています。長寿企業には、プラスの資産もあれば、マイナスの資産もあります。バブルのころの資産をいまだに抱えているところがあり、重荷になっているようです。
それに対して、本書で調査した成功長寿企業の黒字率は７０％を超えています。一般企業は３０％が黒字で、７０％が赤字。何が違うのか？　その要諦を読者の皆さんにお伝えしたいと思います。
また、パロマや大王製紙の事件に見られるように、同族経営に厳しい目が注がれる時代です。企業の大きなターニングポイントは、代替わりするときです。経営者の手腕によって、企業の浮沈は決まりますが、それを「同族」というだけで決めていいのか。経営者自身も実は悩んでいます。しかし、ここで取り上げた企業は、同族経営でも継承に成功しています。どういう継承が行なわれているかという点についても、本書で明らかにしています。

変えていくものと変えないもの。

――最後に、長寿企業を成功させていくポイントは？
１９８０年代に「企業３０年説」が唱えられた時、企業が衰退する理由として二つ挙げられています。「経営者が変身努力を怠るか、無謀な多角化に走るか」です。しかし、これらは二律背反します。失敗した多角化が無謀と言われるだけで、結果論でしかありません。

では、どうすればいいのか？　企業に内的な変化を起こして、それが外的な変化につながった企業は無謀な多角化にはならないでしょう。先に外的な変化をし、変化することが目的化してしまったものは無謀と言われても仕方がないでしょう。私の経営経験から言っても、今回の調査結果を見ても、企業の浮沈は外的要因より内的要因によって決まると考えています。
本書でも、取り扱い商品を団扇からカレンダーに変えた企業がありました。変化はしましたが、企業から注文を受けて社名を刷り込んで納めるという事業コンセプトは変わっていません。これが内的変化によって外的変化を起こした一例です。このような企業の経験談は厳しい時代を乗り越えるためのヒントになるのではないでしょうか。
（了）
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